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アメリカのパブリック・オーソリティ
寺尾晃洋
1 バブリック・オーソリティの成立と収入債
定義 一般にパブリック• オーソリティ (publicauthority)は，収益的な
公企業への資本の供給，その設立，経営のため，州政府の正規の機構のそと
に機能するように立法行為によって権限を与えられた法人 (corporatebo-
dies)のことであって，その組織上のしくみと権限は通常パプリック・コー
(1) 
ポレーション (publiccorporation)に準じている。 Webster辞典による
と，“オーソリティ”には，その第二義的な定義として港湾局 (port autho-
rity) のように， 特定領域における準政府権限を有する個人あるいは理事
(2) 
会，もしくは委員会という意味があると言われる。ちなみにイギリス行政法
では“オーソリティ”とは公共的な性質の事項について裁判権をもつ団体の
(3) 
ことである。
実際アメリカでは，パプリック・オーソリティはもっばら subnationalな
レベルに存在しており， 州・地方自治体が有料道路， 有料橋梁，空港，港
湾，クーミナル施設，生産物市場センクー，電力，水道，下水道施設， リク
リエーション・センクーの構築，経営といった目的のために，パプリック・
(1) (1〕p. 2 
(2) 〔3〕p. 592, 〔5〕P・182
(3) 〔3〕p. 592 
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オーソリティを使っている。また，それは事務所建築物，兵器廠，学校，病
(4) 
院，その他団体施設の建設のため重要な手段として発展しつつある。そして
このような州のパプリック・オーソリティは少なくとも 3つの必要に即して
発展してきたと言われる。ちすなわち第1は， 大部分の州を拘束する憲法
上の負債制限と衝突することのない公共改良事業の金融手段として， 第2
に，本質的に商業的企業経営のための弾力的な管理手段として，第3に，州
際 (interstate), コミュニティ間の問題を取り扱う有効な手段としてであ
(5) 
る。とくに第1との関連において，パブリック・オーソリティのキイ・ポイ
ントは収入債 (revenuebond) 発行の権限を有すること， この収入債に第
一義的に依存すること， この二点が最も重要である。
ただこれらのパプリック・オーソリティのしくみは非常に多くの変化を経
験しており，バラエティを有する。そこでここではそれらのうち基本的と思
(6) 
われる諸契機について概観することにしたい。
成立の経緯 1820年代および1830年代初めアメリカの諸州では，公共改良
事業のために多くの政府保証債の発行がみられた。当時アメリカ経済は海外
からの投資に大きく依存していた。ところが海外の投資家たちは貧弱な知識
しかもちえない事業に対して資本投下をしぶった。そこで資本投下に対する
安全のため，州の一般収入を担保とする保証を海外の投資家たちに与えるこ
とが必要であった。ある場合には州は民間の債券を保証し，ある場合には一
般財源保証債 (generalobligation bond) として自ら債券を発行した。そ
のプロゼクトの組織は，あるときは単純に官庁の場合もあれば，あるときは
公的援助を伴った民間企業の場合もあれば，また公私企業の混合の場合もあ
った。ニュー・ヨーク，オハイオ，ペンシルベニアをふくむ諸州は直接的に
公共事業の建設，経営に従事したが，他の諸州，つまりメリーランド，マサ
チュセッツおよび南部諸州は一般に民間企業ないし混合企業に特許を与え，
(4) 〔1〕p. 1 
(5) 〔1〕p. 1 
(6) 〔7〕が参考になる。
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社債の応募，あるいは州信用の貸付けによってこれらの企業を助けるといっ
(7) 
た政策をとった。
やがて1830年代末の不況の中でこの政府保証債の広範な債務不履行 (de-
fault) が生じた。 ここから州議会による借入限度額についてきびしい州憲
法上の制約が設けられるに至った。このことは1842年以前にはどの州にもま
だ見られなかったのであるが， 1857年までに州の半ば以上が州憲法を改正し
て借入権限を制約する事態に発展した。しかも南北戦争と南部諸州の再統合
(1867-68)の時期における財政攪乱に伴って， コネティカット州などの
9州を例外として，残りの大部分の州，新設の州がこれに続いた。その結果
大部分の州は州憲法上の負債制限，あるいは住民投票による承認，あるいは
その両方を規定することになった。そこで州の借入れは減少し， 1870年から
世紀のかわり目にかけて，各州はほとんど借入れをしなくなった。いわゆる
(8) 
the pay as you go policy (借金をしない政策）が広がったのである。
しかし都市化，工業化，技術的変化の圧力のもとで，今世紀の初めの10年
間に， 各州はこの政策を放棄せざるをえなくなった。そこで登場したのが
収入債であった。これは①元利払いを料金収入に頼り，かつ，③ “免税債”
という特徴をもった債券であって，これがパプリック• オーソリティの出現
に深く結びつくことになった。その最初の出現はワシントン州のスポカン市
(City of Spokane)の水道事業のケースであり， 1897年のことであった。
州レベルでも同様な発展が生じ，いくつかの州が同じ方法を採用した。この
収入債は，州の信用保証を必要とせず，また，州憲法上の起債制限をうける
(9) 
州債 (statedebts)とは考えられなかった。
収入債の特徴はつぎのように要約される。①資金は民間投資家 (private
investors)から調達される。②費用は納税者でなくサービスの利用者によ
って支払われる。⑧収入債の売りさばきは，資金が必要とされ，かつ，低コ
(7) 〔1〕p. 10 
(8) 〔1〕pp. 11・(2〕p. 5・〔3〕pp. 595-6 
(9) 〔1〕pp. 19-20・〔2〕p. 5 
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ストで資金が手に入る時期に，より弾力的に行われる。④収入債は選挙民に
(10) 
はかかわりがない。⑥債券発行は収入から系統的に償還される。そこで州や
地方自治体によって売られた収入債の総額は1920年代の言うに足らぬ金額か
ら1941年には107,506, 865ドルに成長した。言い換えれば州及び市債発行
額の約9彩に成長したのである。ちなみに1952年にはそれは1,463,350,500
(11) 
ドルにまでふくらみ，ほぼ3分の1に達する。
発展のきっかけ ところがパブリック・オーソリティは1920年代まではま
だ一般化しなかった。それは1920年代，ことに1930年代の不況期に画期的な
発展を示したのであるが，そのきっかけとなったのは1921年のニュー・ヨー
ク港湾局 (Portof New York Authority)であった。 これは同年にニュ
ー・ヨーク州とニュー・ジャシィ州との間の州間協定と両州の法律によって
組織されたが近代的なパブリック・オーゾリティとしてはアメリカ最初のも
のと言うことができる。なおそれはアメリカのガヴァメント・コーポレーシ
ョンの経験と1909年設立のロンドン港湾局 (Portof London Authority) 
の経験から借用したものである。 このような形で両州が共同事業 (joint
venture)に乗りだしたのは， 単独では港湾の全面的な発達に必要なクーミ
ナル交通と商業的業務の調整ができなかったからである。コストのかさむ施
設の重複，自治体間の管轄区域のさくそうがハンドソン河両岸の貨物輸送の
混雑を鋭くした。港湾局の成立はこれら重要な産業政策上の問題点を見事に
(12) 
解決したのである。
港湾局は1930年代末まで財政的に独立採算ではなかったが，ひとたび財政
的安定が達成されると，それは鉄道，バス，航空，水運による種々の大量輸
送の企業を出発させた。ちなみに1970年現在それは6つの州間の橋梁， 4つ
の空港， 6つの海運施設区域， 2つの合同トラック・クーミナル，鉄道貨物
のためのトラック・クーミナル，合同バス・クーミナルを経営している。港
(1〇) 〔2〕pp. 5-6 
(11) 〔1〕p. 21 
（立）〔2〕p. 6 
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湾局は成功した多目的なパブリック・オーゾリティの主要な例である。港湾
局は積立金 (reservefund)制度を有しており，そのそれぞれのプロゼクト
(13) 
の収入はここに合同されている。このようにこれは一種のコングロマリット
と考えるべきであろう。
発展の足跡 1929年恐慌は収入債の普及，パブリック・オーソリティの増
加に大いに影響を与えた。 とくに 1932年の復興金融公社 (Reconstruction
Finance Corporation)は収入債の引受けを可能にすることによって，パブ
リック・オーソリティの発展への一層の刺戦となった。 1934年にはルーズベ
ルト大統領は48州の州知事に書簡を送り，来るべき議会会期のために計画を
作成し，州と地方自治体がもっと十分連邦公共事業に参加できるような立法
上の提案を州知事たちが考慮してほしいむね指摘した。大統領は 2つの可能
性を示唆した。①法律をつくって現在の州政府機関の収入債発行を認めるこ
と，②同様な機能を果す権限を有する新しいパブリック・コーポレーション
の創設を準備する法律の採択であった。これを契機にさらにパブリック・オ
ーソリティの設置が促進された。 1930年代には水道や電力のパブリック・オ
ーソリティから始って，有料道路，高速道路のそれが発展した。例えば1937
年に創設されたペンシルベニア・タンパイク公社 (PennsylvaniaTurnpike 
Commission)の場合，道路費用の45彩に等しい補助金 (grants)をえたこ
(14) 
とに加え，復興金融公社から残り55%の融資をうけた。復興金融公社は債券
市場金利以下の利子でパブリック・オーゾリティの債券を買い入れることが
(15) 
できたのである。このような財政的利益がパブリック・オーソリティの発展
を促進したと言ってよい。
2 最近における州のパブリック・オーソリティ
(1) 現勢
(13) 〔幻 pp.7-8 
(14) 〔1〕pp. 26-7 
(15) 〔2〕p. 9 
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(16) 
数の増加 1953年調査報告では州のパプリック・オーゾリティの数は42事
(17) 
業であったのに対し， 1970年調査報告では 146事業にふえた。ただ13の州に
はパプリック・オーソリティはなかった。歴史的には， 1895年1事業， 1916
年 1事業 1920年代6事業， 1930年代17事業， 1940年代18事業， 1950年代36
事業， 1960年代65事業（若千回答なし）がふえている。なおWalsh,A.H. 
(18) 
はパプリック• オーソリティの数を5,000~6,000と推定している。
目的による分類 1953年調査ではつぎのようであった。
事業数
高速道路 8 
有料橋梁， トンネル 6 
建築物 11 
電カ・水道 ， 
港 湾 3 
その他 5 
ところが1970年調査ではつぎのように変った3
事業数
州営ハイウエイ
州営ビルデング
教育的建築物
産業開発
港 湾
有料橋梁
大量交通機関
住宅・都市再開発
学生への教育助成
(16) 〔1〕
(17) ⑫〕
21 
20 
19 
14 
14 
12 
10 ， 
6 
(18) 〔2〕p. 13, 〔4〕p● 354 
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公 園 6 
電 力 4 
水 路 3 
上下水道 3 
市 場 2 
地下駐車場 1 
原子力宇宙開発 1 
＝ 如 港 1 
このように最近のパブリック・オーソリティは産業政策を中心に顕著に多
(19) 
角化してきている。
新しい動き：持株会社 持株会社的公社 (holdingcompany authority) 
はパプリック・オーゾリティ形態における最新の応用である。持株会社は
広範な権限，統合 (coordination),集中的な計画化を容易にする。 この形
態の顕著な例は 1967年に創設されたナイヤガラ・フロンティア運輸公社
〔NiagaraFrontier Transportation Authority (NFT A)〕, 1968年に組
織されたニュー・ヨーク・メトロポリタン運輸公社 〔New York Metro-
politan Transportation Authority (MT A)〕である。これらは諸種の運
輸形態の統合という点で重要である。
この NFTAは1969年に再組織され，以前から存在したナイヤガラ・フロ
ンティア港湾公社 (NiagaraFrontier Port Authority)を子会社 (sub-
sidiary corporation)として保有した。 NFTAはその権限，義務，機能な
いし活動のいくつかを 1つないしそれ以上の全額所有子会社によって行使す
べき権限を与えられている。また， NFTAはバッファロー・フォート・エ
リー橋梁公社 (Buffalo and Fort Erie Public Bridge Authority) に
よってニュー・ヨーク州内で獲得され，保持されている資産を受け入れ，保
有，維持，支配そして運営する権限をもっている。 NFTAの目的はつぎの
(19) (2〕p. 13 
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ようである。 (1)鉄道，バス，船舶，航空機による交通をふくむが，それらに
制限されないところの連輸地区 (transportdistrict) 内の運輸や関連サー
ビスの開発と改善， (2)この運輸地区のための統一的な (unified)大量輸送政
策の開発と供給。
つぎにニュー・ヨーク・メトロポリタン運輸公社 (MTA)は持株会社的
公社の他の例である。ニュー・ヨーク・メトロポリタン通勤輸送公社〔New
York Metropolitan Commuter Transportation Authority (MCT A)〕
は1965年に組織され，ニュー・ヨークおよび7つの隣接カウンティの通勤輸
送を開発し改善しようとしたものであるが，この MCTAのMTAへの1967
年の再編成以来， MTAは12のカウンティ地域における統一的な大量輸送シ
ステムの開発に対し責任を負うている。その理事会は 5名から 9名にふえ，
この地域の他の 3つの公社 (New York City Transit Authority, Man-
hattan and Bronx Surface Transit Operating Authority, Triborough 
Bridge and Tunnel Authority)にとって職務上 (exofficio)理事会とし
て役立っている。 MTAはこの 3つの公社のいづれに対しても剰余金を譲渡
する (transfersurplus funds) 権限を付与されており，次にこれら 3つ
の公社もMTAに剰余金を譲渡することができる。ただ年々の営業剰余金
(operating surpluses)が固定資産 (capitalassets)のために使用される
場合は除かれる。 MTAは民間自動車運輸，高速鉄道のための施設へかけら
れた一つの傘として役立つことを企図したものとして有名である。このよう
にMTAを中心にいくつかのパプリック・オーソリテイが放射線状に位置し
(20) 
て，広域的な大都市交通圏が構成されていると考えられるのである。
他の発展 マサチュセッツ湾岸運輸公社 (MssachusettsBay Transpo-
rtation Authority) は他の発展の例である。これは以前ばらばらに民間運
輸会社によって与えられていたサービスをパプリック・オーソリティを使っ
て運営し，かつ，関係地方自治体の代表権を確保する努力を示している。そ
(2〇) 〔2〕pp. 14-15 
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れは中心都市から郊外に広がる新しい高速鉄道公社の他の例でもある。 1990
年まで MBTAは152コミュニティにサービスするものと期待されているの
であるが，それはまた混合出資 (comminglingof fund)のために注目され
ている。すなわちボストンとその郊外都市は MBTA基金のおのおの11%,
連邦，州政府はおのおの39%を出資している。 MBTAは連邦住宅金融公庫
(Federal Housing and Home Finance Agency) から一部資金供与され
た大量輸送計画に基づいて1962年に設立されたのであるが， これは1949年に
創立されたメトロポリクン高速鉄道公社 (MetropolitanTransit Autho-
rity) を吸収したものである。この1949年に州議会はいくつかの民間会社を
買収し， これらの会社を 5人の理事会とサービスをうける 14の関係コミュ
ニティを代表する諮問委員会 (advisoryboard) の指導のもとにおいた。
MBTAは64の追加的な市や町にサービスすることができ， その権限はど
の大量輸送手段にも拡大された。各市や町は諮問委員会における 1票と，
MBTAの経費に対する負担金 (assessment) を基礎とした追加的な投票権
を有していた。 1966年にはボストンは195票中73.29票，サマヴィル (Some-
ville)は6.51票，プルックレィン (Brookline) は5.17票，他の郊外都市の
大部分は 1ないし4票をもっていた。
州知事は理事会の 5名の理事を任命したが， その内訳は知事諮問委員
(Governor's Council) 2, ボストンおよび近郊都市1,外郊都市，諮問委
員会1であった。
MBTA発足時，諮問委員会は大量輸送計画の承認の権限をもっており，
諮問委員会への30日前の通告なしには高速鉄道サービスの実質的な変更はで
きなかった。また，その承認なしには運貨の変更もできなかった。諮問委員
会はMBTAの支出予算の項目を承認したり，減額したりする権限を有し，
MBTAは資金の売却について30日前の通告を諮問委員会に与えることを求
められた。また， MBTAは，州知事，州議会と同時に諮問委員会にも年報
の提出を求められた。このようにここでは諮問委員会にかなりの権限が与え
(21) 
られている。
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さらに連邦助成を利用するための受け皿として創設されたものにオハイオ
水道開発公社 (OhloWater Development Authority)の例があり，ニュ
ー・ヨーク州環境施設公社 (NewYork State Environmental Facilities 
(22) 
Corporation)もこの種のいま一つの例である。
(2) 経営の自主性
つぎにパプリック・オーソリティをその最も重要な問題点である経営の自
主性に的をしぼって現状を検討しておきたい。経営の自主性の中心はいわゆ
る財政上の自主性である。そこでまず金融の問題を一べつしたい。
a. 金融
収入債 さて金融上の中心問題はすでに触れたように収入債である。大部
分のパプリック・オーソリティは収入債を発行しているが，収入債は一般財
源保証債より若千利子が高い。さきにのぺたニュー・ヨーク港湾局などは例
外的に利子が低い例であるが，一般にパブリック・オーソリティの債券は一
(23) 
般債券より 1/2%ないし1彩利子が高いと言われている。このように相対的
に利子が高いにもかかわらず収入債の利用がふえているのは， 独立採算が
背景にあるからである。大部分のパブリック・オーソリティは第二次大戦後
の産物であり，その参入領域も非常に新しいものがあるので，企業的安全性
については何らかの歯止めが求められる。そこで次の 4点が必要とされてい
る。①プロゼクトが健全なエンジニアリング計画に基礎をおくこと，②有能
で評価の高い工学的コンサルクントによる事前評価，③全国的に著名な収入
債にくわしい債券代理人 (bondattorneys) によって法律上のアドバイス
(24) 
が保証されるという慣行，④公認会計士による監査。
補助金 パプリック・オーソリティはいまのべたように一般に独立採算で
ある。しかし現実にはかなり連邦補助金 (grant)や州資金 (statefund) 
(21) 〔2〕pp. 15-6 
（泣）〔2〕p. 17 
(23) 〔1〕p. 72, p. 90 
(24) 〔1〕p. 69 
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(25) 
をうけているものがあることも事実である。
料金決定 大部分のパブリック・オーソリティは料金や通行料を自ら決定
(26) 
している。
利潤の処分 この処分の責任は職員，または理事会にある。多くの場合債
(27) 
券規約 (bondagreement) でその仕方がきめられている。
弗l庫預託制 経営の自主性に逆行する要因と考えられるが，一部に州庫に
(28) 
資金を預託しているものがある。
b. 組織
理事会 理事会は州政府とパブリック・オーソリティの間のプリッジ的な
ものである。一方ではそれは州がパブリック・オーソリティの活動に影響を
行使し，監督をおこなう一つの手段である。州は，理事会の構成貝の決定を
通じてオーソリティヘの政策に方向を与えることができる。他方理事会はパ
ブリック・オーソリティの自主性と独立性を確保する手段として役立ってい
(29) 
る。したがって理事会の構成いかん，つまり州職員がどの程度非常勤，ある
いは職務上の資格での出席の形で理事会に入っているか，州知事の指名した
者がどの程度入っているかといった点が実質的に経営の自主性に影響する。
実際理事会は数と任命方法に関して非常にさまざまである。理事会は 3名な
いし20名からなっているが， 9名あるいはそれ以上の理事会は通常利益代表
的 (representative)ないし職務上の資格での出席である。最も普通にみら
れるのは5名~9名のものである。少なくとも州知事が何人かの理事を指名
するのが慣例であり，ある場合には立法府のリーダーが何人かの理事の指名
(30) 
権をもつ場合もある。
諮問委員会 多くのパブリック・オーソリティは諮問委員会をもつことは
（蕊）〔2〕p. 19 
（怨）〔2〕p. 20 
（幻）〔2〕p. 20 
(28) 〔2〕p. 20 
(29) 〔1〕p. 41 
(3〇) 〔2〕pp. 20-1 
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できても，実際はおいていないことが多い。ただイリノイ州営有料道路委員
会 (IllinoisState Toll Highway Commission)は25名のメンバーを有す
る諮問委員会をもっており， うち 5名は議長 (Speaker)によって選ばれ，
5名は "SenateCommittee on Committees"から， 15名は州知事によっ
て選任されている。メンバーは兼任 (concurrent)の条件で管理上の問題に
(31) 
ついて諮問にこたえている。
c. 外部からの規制（支配）
外部からの規制はかなりつよく，バラエティがある。裏がえせばパプリッ
ク・オーソリティの経営の自主性は明らかに制約されている。とくに1945年
(32) 
の GovernmentCorporation Control Actにおいて最高頂に達した一連
の経営の自主性低下の傾向はここでも一定の作用をしているようである。
1970年調査報告のこの点についての概要を示せば次の通りである。
① 立法的規制
これは，最近2, 3年かなり増加した。州議会は，パプリック・オーゾリ
ティ設立時多くの場合，オーソリティに資金を供与する。発足当初に必要な
州の助成の金額や種類をきめるため，州議会はかなり詳細にオーゾリティの
計画をみるのであるが，州資金が償還されるまで州議会はこの監督を続ける
ことができる。オーソリティが州議会から追加的な資金を求める必要がある
ならば，この監督は継続される。 1970年調査時点で，オーソリティの4分の
1以上が規制的な政府支出金 (appropriation)をうけ入れている。
なお70のパプリック・オーソリティが州議会に報告をおこなっていること
が示されている。
州議会特別調査委員会 (adhoc legislative investigation committee) 
がパブリック・オーソリティの政策と行動を調査する場合もある。
また予算については， 36のパブリック・オーソリティーー全体の約4分の
1ー は州議会に対し自らの予算を提出しているが， 112はそれを行っては
(31) 〔2〕p・21
(32) 〔的 44-7,61-70ページ参照
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いない。産業開発オーソリティの場合も約半分は議会に予算を提出してい
鍔
② 州知事の規制
これは一般に行われている。多くの州知事は理事会の全メンバーあるいは
一部のメンバーの指名権をもっており， これによって政策に影響を与えるこ
とができる。また， 州知事は理事会の議長を指名することができる場合に
は，影響力は大きくなる。ある州では州知事は理事の解任権をもっており，
これによって理事会の決定に影響を与えることもできる。
ニュー・ヨークとニュー・ジャージィの州知事はニュー・ヨーク港湾局の
議事録 (minutes)を閲覧し，承認し，ないし承認しない権限をもっている。
州知事は議事録に異議がある場合， 10日以内に異議を申し立てねばならない
が―これには短かすぎるという批判がある一ー， この拒否権は約50年間に
9度だけ使われたということである。しかもそれはときどき協議ののちとり
下げられた。この拒否権は長期の建築計画について，州知事部局と継続的な
話し合いをすすめるのに最も有効であった。
パブリック・オーソリティの職員と州の職員との間のひろい継続的な対話
は，拒否権がめずらしい理由を説明している。各州では州知事は港湾局の理
事とオーソリティの職員との連絡掛として高級官僚を指名する。通常州知事
の秘書官，法律顧問がこれにあたる。議事録をみたあと，州知事のスタッフ
は普通港湾局に追加的な情報を求めている。
港湾局の支配人ないしスタッフも定期に州知事と接触を保ち，港湾局の専
門職スタッフは州機関の同様なスタッフと不断にコミュニケーションを保っ
ている。港湾局は州知事と州議会に定期にレポートを提出したり，年報を発
(34) 
行しているが， これは非常に有益であるとされている。
③ 州中央管理機関 (StateCentral Management Agency) による規
制
（認）〔2〕pp. 21-2 
(34) 〔2〕pp. 22-4 
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行政諸機関はまたパブリック・オーソリティの規制をおこなっている。 38
のオーソリティ（約4分の 1にあたる）は予算を州予算局に提出している。
ニュー・ヨーク港湾局にはこの慣行はないが，その予算はニュー・ヨーク州
予算局が港湾局の月々の議事録をみる形で校閲がおこなわれている。他のパ
ブリック・オーゾリティの一部でも州の予算校閲をうけるものがある。
58のオーソリティ（約 5分の 2にあたる）は計理の事前監査を実施してい
るが， 80はおこなっていない。
購入，人事についての州の規制については， 55のオーソリティは購入につ
いて規制を実施しており， 90は実施してはいない。人事については39のオー
(35) 
ゾリティは実施しているが， 94はしていない。
④ 債券保有者による規制
3つの高速道路オーソリティを除いて，すべての公社は債券保有者に報告
をおこなっており，港湾オーソリティの 4分の 3, 1つを除くすべての橋梁
(36) 
オーソリティは同様に債券保有者に報告をおこなっている。
⑥ 料金の規制
民営公益事業会社との競争のもとに，パプリック・オーソリティは通常料
(37) 
金に対する民営と同様な規制にしたがっている。
⑥ 世論による規制
新聞の社説や投稿は外部からのチェックとして役立っている。また，ニュ
ー・ョーク港湾局はコミュニティ• リーダーとの入念なネットワークを発展さ
せており，彼らをめぐっての月刊の刊行物をもち，公聴会(publichearing) 
(38) 
を開催している。
(35) 〔2〕p. 24 
（蹄）〔2〕p. 25 
(3門〔2〕p. 25 
（蹄）〔2〕p. 25 
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3 結び：現段階的意義
以上のようにパブリック・オーソリティはアメリカにおける一種の地域
的，地方的なパブリック・コーポレーションである。しかしイギリスでみる
ような一義的なしくみを備えておらず，かなりつかみにくい。それにもかか
わらずそれは，不況と財政危機を背景に，一方では広域化の要請にこたえ，
他方では地域開発と結びついた産業政策的側面を濃厚にもったものとして発
展してきた点は， 一連の発展過程をみただけでも明瞭に看取できるのであ
る。現段階の経済はまさにこのような情勢を再現しつつある。したがってパ
プリック•オーソリティはこれからの地方政府，自治体の企業経営の指向す
べき方向を示唆しているように思われる点で大変興味ぶかい。
ただアメリカのパプリック・オーソリティの現状はあまりにも性格的にち
がうものがつつ込みでこの形態のなかにとらえられている。この点の交通整
理がこの形態の場合の成功のかぎであると思う。産業政策的な側面だけをク
ローズ・アップする場合には，目下わが国で主張されているいわゆる民活，
あるいは混合企業的なかたち， さらにアメリカで最近さかんに注目されて
いるガバメント・スポンサード・エンクプライズ (government-sponsored
enterprise)のような民間企業と政府の支配の癒着のようなかたちになって
いきやすい。ガバメント・スポンサード・エンクプライズとは「政府は所有
面で参加しないが，補助金を与えたり貸付や債務保証をおこない，そのかわ
(39) 
りに取締役の全部ないし一部を任命するという方式の企業」をいう。これに
対してパブリック・オーソリティは公共的規制と能率性との接合が巧みに試
みられている点で教訓的である。筆者は公共性のつよい，もう少し正確に言
えば「社会政策」（市民生活に直接結びついた側面と雇用につながる側面）
的ななかみをもった事業はできるだけ市民の目のとどきやすい直営形態で運
用し，地方政府・地方自治体における広域化の要請と産業政策（産業それ自
(39) 〔釘 22ページ
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体ないし産業基盤へのてこ入れ）的な任務をもったいわゆる地方公社的事業
については，アメリカのパブリック・オーソリティのあり方を吸収し発展さ
せるのが建設的であるように思う。
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